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事　　　　　項

事　　業　　費 国　　　　　費

備　　　　　考
令和8年度
（A）

前年度
（B）

令和8年度
（C）

前年度
（D）

対前年度
倍　　率
（A/B）

対前年度
倍　　率
（C/D）

港湾空港鉄道等 0 皆減 0 0 皆減 0 ○�　本表の計数は、
復興庁所管である。

○�　港湾の前年度予
算額は、精算還付
金13千円である。

○�　計数は、それぞ
れ四捨五入してい
るため端数におい
て合計とは一致し
ない場合がある。

港 湾 0 皆減 0 0 皆減 0

住宅都市環境整備 29,061 0.98 29,617 21,051 0.92 23,000
住 宅 対 策 29,061 0.98 29,617 21,051 0.92 23,000

公園水道廃棄物処理等 0 皆減 4,056 0 皆減 4,056
国 営 公 園 等 0 皆減 4,056 0 皆減 4,056

社会資本総合整備 2,573 0.05 48,660 1,330 0.05 25,981

一般公共事業計 31,634 0.38 82,333 22,381 0.42 53,037

災 害 復 旧 等 11,923 1.55 7,709 11,589 1.55 7,488

公共事業関係計 43,557 0.48 90,042 33,970 0.56 60,525

行 政 経 費 －　 （1.00） －　 799 0.89 901

合　　　　計 －　 （1.00） －　 34,769 0.57 61,426

2．令和 8年度東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）予算事業費・国費総括表� （単位：百万円）

事項

事　　業　　費 国　　　　　費

令和8年度
（A）

前年度
（B）

対前年度
倍　　率
（A/B）

令和8年度
（C）

前年度
（D）

対前年度
倍　　率
（C/D）

治 山 治 水 974,473 977,019 1.00 881,828 877,000 1.01
治 水 954,716 957,528 1.00 864,761 859,986 1.01
（うち、河川関係事業） 782,238 787,089 0.99 721,196 717,815 1.00
（うち、砂防関係事業） 172,477 170,439 1.01 143,565 142,171 1.01
海 岸 19,758 19,491 1.01 17,067 17,014 1.00

住宅都市環境整備 24,957 24,874 1.00 24,957 24,874 1.00
都市環境整備 24,957 24,874 1.00 24,957 24,874 1.00

上 下 水 道 8,980 9,825 0.91 6,726 6,409 1.05
水 道 53,613 54,989 0.97 20,492 20,269 1.01
下 水 道 260,935 216,960 1.20 132,969 111,697 1.19
一般公共事業 計 1,322,958 1,283,667 1.03 1,066,972 1,040,249 1.03

災 害 復 旧 等 44,038 35,722 1.23
<39,270>
37,042

<37,211>
30,000

<1.06>
1.23

災 害 復 旧 21,102 17,907 1.18 18,671 15,162 1.23
災 害 関 連 22,936 17,815 1.29 18,371 14,838 1.24

公共事業関係 計 1,366,996 1,319,389 1.04 1,104,014 1,070,249 1.03
行 政 経 費 979 987 0.99 979 987 0.99

合 計 1,367,976 1,320,376 1.04 1,104,993 1,071,236 1.03

1．�本表には、個別補助事業制度新設に伴う社会資本整備総合交付金からの移行分21,600百万円が含ま
れており、社会資本整備総合交付金からの移行分を含まない場合は国費1,045,372百万円（一般公共
事業費計〔対前年度比1.04〕である。

2．�河川関係事業の事業費及び国費には、ダム関係事業分を含む。
3．�河川関係事業に都市水環境整備事業の国費24,957百万円を含む場合、国費746,153百万円［対前年度
比1.00］である。

4．�国費の<　>書きは、他局の災害復旧関係費の直轄代行分（令和8年度2,228百万円、前年度7,211百
万円）を含む。

5．�前年度予算額は、令和8年度との比較対照のため組み替えて掲記してある。
6．�本表のほか、
（1）委託者の負担に基づいて行う附帯・受託工事費として13,092百万円
（2）国有特許発明補償費として0.1百万円
（3）デジタル庁一括計上分として次世代河川情報システム等に係る1,594百万円
（4）省全体で社会資本整備総合交付金459,693百万円、防災・安全交付金852,918百万円がある。

7．�四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

1．令和 8年度水管理・国土保全局関係予算総括表� （単位：百万円）

3-1-4　令和 8年度水管理・国土保全局関係予算
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事　　項

事　　業　　費 国　　　　　費

令和8年度
（A）

前年度
（B）

対前年度
倍　　率
（A/B）

令和8年度
（C）

前年度
（D）

対前年度
倍　　率
（C/D）

（東日本大震災復興特別会計）

災 害 復 旧 等 11,923 7,709 1.55 11,589 7,488 1.55

災 害 復 旧 11,923 7,709 1.55 11,589 7,488 1.55

災 害 関 連 − − − − − −

合 計 11,923 7,709 1.55 11,589 7,488 1.55

1．本表のほか、省全体で社会資本総合整備（復興）国費1,330百万円がある。
2．四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

2．令和8年度「東日本大震災復興特別会計」水管理・国土保全局関係予算総括表（復興庁所管）
� （単位：百万円） 3-2-1　第 6次社会資本整備重点計画（概要）

3-2　社会資本整備重点計画

1．社会資本整備重点計画とは
　⃝�社会資本整備重点計画法（平成15年法律第20号）に基づき、社会資本整備
事業を重点的、効果的かつ効率的に推進するために策定する計画（閣議決
定事項）

　⃝�対象は、道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公園・緑地、
水道、下水道、河川、砂防、地すべり、急傾斜地及び海岸並びにこれら事
業と一体となってその効果を増大させるため実施される事務又は事業

　⃝�第1次計画（平成15～19年度）、第2次計画（平成20～24年度）、第3次計画（平
成24～28年度）、第4次計画（平成28～令和2年度）、第5次計画（令和3～令
和7年度）

　⃝�主な計画事項
　　◦�計画期間における社会資本整備事業の実施に関する重点目標
　　◦�重点目標の達成のため、計画期間において効果的かつ効率的に実施すべ

き社会資本整備事業の概要
　　◦�社会資本整備事業を重点的・効果的かつ効率的に実施するための措置等

第６次社会資本整備重点計画の概要（案）

○我が国が直面する先送りできない社会課題に真正面から向き合い、時代の要請に応えながら危機を好機に変え、未来を切り拓くインフラ政策を構築
 ⇒社会経済情勢を踏まえ、インフラ政策の「羅針盤」として、４つの重点目標を掲げ、それぞれ目指す姿と、実現に向けた進路を示す
○インフラマネジメントをインフラ政策の核心に据え、国民の共有財産であるインフラを、社会経済のニーズに合わせて効果的に活用し、価値を創出

 活力のある持続可能な地域社会の形成  強靱な国土が支える持続的で力強い経済社会      インフラ分野が先導するグリーン社会の実現

戦略的・計画的な社会資本整備を支える基盤の強化

取り巻く社会経済情勢の変化

重点目標と目指す社会の姿   

地域経済の核となる集積づくりと広域連携

地域の将来像を踏まえたインフラの再構築

包摂的な共生社会に向けた地域づくりと
豊かで快適な生活環境

持続的で力強い経済成長の実現

暮らしと経済の礎となる防災・減災、
国土強靱化

2050年カーボンニュートラルの実現

自然共生社会の実現

資源循環型の経済社会システムの構築

地域のインフラを支える地方公共団体の管理機能の維持 建設業等の担い手の確保・育成、生産性向上 新技術・ＤＸによるインフラの価値向上

●まちづくり・交通と一体のもとで持続可能な都市構造に転換
（日常の行動圏内で生活サービスが享受できる地域の形成）
●地域資源を活用した「稼ぐ力」の創出と、
 広域ネットワークによる地域の経済圏の拡大

●埼玉県八潮市の道路陥没事故の教訓を踏まえた
 老朽化対策の徹底
●人口減少に対応し、まちづくりと一体で良質なストックを形成

●バリアフリー・ジェンダー主流化の推進、安全な移動空間の形成
●インフラ空間を活用した豊かで過ごしやすい環境形成

ハード・ソフトの活用 他分野連携 官民連携 地域住民の参画 イノベーション創出

インフラ整備×新技術 道の駅の防災拠点化
流域総合水管理の推進

産官学金労言など
多様な主体の連携強化

住民参加型
インフラメンテナンス AI、新技術の導入

●広域・複数・多分野のインフラ管理の推進
（地域インフラ群再生戦略マネジメント）

●第三次・担い手３法を踏まえた処遇改善、働き方改革の推進
●i-Construction2.0等を通じた現場の生産性の向上

●データ連携やAIを活用したインフラDX
●オープンデータによる建築・都市のDX

【目指す姿】 【目指す姿】 【目指す姿】

【目指す姿】

●生産性向上を支える人流・物流ネットワーク整備
●地域の産業立地に対応した周辺インフラの整備
●革新的なイノベーションの社会実装の促進
 （自動運転サービスの実現、自動物流道路等） 

●能登半島地震はじめ大規模災害で得られた教訓も
 踏まえ、ハード・ソフト一体なった「事前防災」の推進
●あらゆる関係者の総力を結集した平時からの備えの強化
（TEC-FORCE等の体制・機能の拡充、防災拠点の強化）

●インフラ空間を活用した再生可能エネルギーの拡大
●脱炭素化を支える基盤の整備

●河川空間等におけるグリーンインフラの形成推進
●ネイチャーポジティブの実現

●建設リサイクルの高度化
●産業副産物等を利用したブルーインフラの整備
●下水汚泥の肥料利用の推進

人口減少等が
もたらす地域の危機

インフラ老朽化の
更なる進行

成長型経済への
転換期にある経済

地球環境を巡る
世界的な潮流

災害の
激甚化・頻発化

デジタル・新技術の
急速な進歩

暮らし・働き方や
ニーズの多様化

≪時代の重大な岐路に立つ、我が国の社会経済情勢≫

［例］

インフラマネジメントを通じて社会資本ストックの質的改善と高度化を推進

人口減少という危機を好機に変え、一人ひとりが豊かさと安心を実感できる持続可能な活力ある経済・社会を実現
重重点点
目目標標ⅠⅠ

重重点点
目目標標ⅡⅡ

重重点点
目目標標ⅢⅢ

重重点点
目目標標ⅣⅣ

戦略的・計画的な社会資本整備を支える安定的・持続的な公共投資
「国民共有の貴重な資産」であるインフラを支える、国民一人ひとりの理解の醸成

≪目指す姿を掲げ、そこからバックキャストして社会資本整備のビジョンを構想≫

社重点2030




